
第８章　考察と政策提言

本章では 8 つのポイントに分けて考察する。まず、「１．求職活動支援の研究の歴史」｢ ２．

求職活動支援の研究の意義 ｣｢ ３．求職活動支援の研究と自己制御理論」｢ ４．求職活動支

援の技法 ｣ では、求職活動支援の研究の特徴と、その理論について整理する。ついで、｢ ５．

自己制御の向上を目的とした求職活動支援プログラムの開発」と ｢ ６．自律型求職活動モデ

ルに基づく求職活動支援プログラムの開発 ｣ では、自律求職活動モデルに基づく研修プログ

ラムの研究開発の手順や課題を整理し、その上で ｢ ７．今後の課題 ｣ を検討する。最後に、

これらのポイントを踏まえ、「８．政策提言」を検討する。

１　求職活動支援の研究の歴史

①失業、求職活動、求職活動支援の研究の関係

失業、求職活動、求職活動支援をテーマとした学術誌及び学位論文の量的な変化を見ると、

それぞれの研究分野が本格的に始まった時期は、失業研究が 1930 年代頃、求職活動の研究

は 1970 年代頃、求職活動支援の研究は 1980 年代頃である。これらの研究の歴史的な展開

を推測すると、失業研究から求職活動の研究が派生し、さらに求職活動の研究から求職活動

支援の研究が派生したと考えられる。

②求職活動支援の研究の源流－失業研究

求職活動支援の研究は1929-33年の世界大恐慌時の失業研究に端を発する（Feather,2018）。
初期の失業研究は、失業に特化した心理的プロセスの理論を追求するアプローチであり、面

接調査や事例研究などの主に質的研究が中心であった。

その後、1970 年代頃から一般心理学の理論を応用し、失業者の心理的プロセスの説明を

試みるアプローチが始まる。求職活動支援の研究はこの流れに属し、1970 年代の初頭には、

応用心理学の研究の分野において、実験計画に基づき、その支援効果を検討する実証的な研

究が始まった（Liu et al.,2014a）。
一般心理学からのアプローチは、行動学習理論や認知心理学の理論などの知見を活用し、

より体系的に失業者の心理的プロセスを検討できる長所がある反面、特定の心理的プロセス

に焦点を当て過ぎ、失業者の置かれている社会環境の問題に注意が向かない短所があると考

えられている。

2000 年代以降になると、こういった問題に対し、環境要因を積極的に取り入れ、人を情

報処理モデルとして捉えて、求職活動支援のプロセスを扱う社会的認知のアプローチへと展

開する（e.g. Van Hooft et al., 2013）。
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③求職活動支援の研究の特徴

求職活動支援の研究の特徴は、新たな求職活動支援に関する技法や研修プログラムを開発

し、その効果を把握するための比較実験にある。実験結果は、被験者の意識や情動、行動面

の変化及び支援後の就職率や就職までの期間などを客観的な指標として設定する。実験は求

職活動支援を受ける被験者を実験群とし、求職活動支援を受けない統制群と比較する。統計

的検定の結果から、実験群の優位性を確認し、新たな求職活動支援に関する技法や訓練プロ

グラムの優位性を検証する手順に進む。　

この研究手法は心理工学（psychological engineering）と言ってよいだろう。その目的は、

人間の一般的な心理的プロセスを明らかにするよりも、心理学の知見を利用した現実世界に

役立つ知識や技術の開発にある。そのプロセスは、現場で実践、その効果を把握、結果をも

とに知識や技術を改善するくり返しである。このような求職活動支援の研究の批判として、

効果の有無に注意が向き過ぎ、心理的プロセスの研究が疎かになると指摘されている (Liu 
et al,2014a）。

④求職活動支援の研究の流れ

求職活動支援の研究における理論、目的、研修プログラムの観点から、それぞれの経緯と

今後の方向性を概観する。まず、理論の中心は、1970 年代の行動学習理論から 1980 年代

以降は計画的行動理論、社会的認知理論、対処行動理論などの認知心理学の理論を求職活動

支援へと応用していく研究へ移行していく。2000 年代以降になると、自己制御理論の観点

から、求職活動支援のプロセスを研究する社会的認知のパラダイムを採用した研究が出て来

る（e.g. Van Hooft et al., 2013）。
求職活動支援の目的は、就職の可能性を高める効果的な求職行動の学習から、積極的かつ

持続的な求職行動のため、背景にある認知や動機づけへの働きかけが中心となり、最近では

求職活動における自律性の促進へと展開している。

こういった変化に応じて研修プログラムも、求職活動に有益な知識とスキルの習得に加え、

就職への動機づけの維持・向上のノウハウやストレスへの対処行動の学習などを取り入れよ

うになり、最近では求職者自身で感情や行動を制御できるようになる自律性を支援する方向

へ向かっている（e.g. Van Hooft et al.,2013）。

２　求職活動支援の研究の意義

①求職活動支援の研究の対象

求職活動支援の研究は、一般の求職者から、障害者や公的扶助等の特別な支援を必要とす

る就職困難者までと広範な対象で行われている。Liu et al. （2014a）は、実験的もしくは準

実験的手法による求職活動支援の複数の研究のデータを集約し、メタ分析をかけた。その結
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果、公的扶助等の特別な支援を必要とする求職者や、身体的・精神的障害により働く条件が

限定される求職者のほうが、一般の求職者に比べ、求職活動の支援の効果がより大きいこと

が明らかにされている。

②離転職の経験とキャリア支援

求職活動は、キャリア形成の重要な１つの側面である（Van Hooft et al., 2018）。キャリ

ア形成は、生涯にわたる働き方や生き方と関わり、求職活動は、その一時点での判断や活動

であると言えよう。アメリカ人にとって離転職の経験は常識になっており、求職活動はキャ

リア形成上、不可欠な経験となっているという（Kanfer et al., 2001）。つまり、求職活動

もキャリア形成にとっては重要な経験ということである。

こういった離転職の増加の流れは日本でも当てはまりつつあると言えよう。逆説的だが、

離職による求職活動の経験が、その人が自身の行動や動機づけを自己制御するノウハウを学

習する機会を与えてくれていると言えるかもしれない。このように考えると、求職活動支援

はキャリア支援でもある。長期的なキャリア形成のスパンの中での求職活動の経験を捉え、

その経験がキャリア形成に及ぼす影響を明らかにする研究が今後、必要とされるだろう。

３　求職活動支援の研究と自己制御理論

①求職活動支援の研究における自己制御理論の位置づけ

心理学の理論は環境中心か人中心に分かれる（Gergen et al.,1982）。長期的なトレンド

として見ると、求職者の支援は、雇用保険制度を含む社会保障制度の整備により、金銭等で

の物質面での支援が充実し、相対的に環境中心から人中心へ、特にその心理面の支援が重要

になっていると考えられる。それとともに、求職活動の研究において、その求職者像は受け

身的から、エージェンシー理論（Fryer,1986）に見られるように、目的意識が強く、主体

的で能動的な存在へと変化している。2000 年代以降になると、人中心の考え方がさらに先

鋭化し、その理論的基盤が認知心理学の応用研究から、社会状況における個人の情報処理プ

ロセスに焦点をあてた社会的認知へと変化している。しかし、この変化は人中心でありつつ

も、社会的認知のパラダイムに属する自己制御理論に見られるように、環境要因を積極的に

取り入れ、求職者が単なる主体的で能動的な存在から、心理的な調整のメカニズムを働かせ

る存在へと変化している。

こういったエージェンシーから調整への求職者像の変化には、おそらく欧米における労働

市場や雇用慣行の変化が、その背景にあると考えられる。しかし、求職活動に関する心理学

研究は、労働市場の視点が欠如している問題が以前から指摘されており（Burchell,1992）、
筆者の知る限り、現在に至っても、これらの変化を説明する実証的な研究は見当たらない。
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②求職活動支援の研究と自己制御理論

前節の「④求職活動支援の研究の流れ」でも触れたが、2000 年代以降、求職活動支援の

研究では自己制御理論の観点から求職活動を概念化する研究が一般的になった（Liu et.al., 
2014a）。どのような心理的プロセスであれ、自己制御には目標設定を伴う（Van Hooft et 
al., 2013）。この目標の設定が、思考、感情、行動の基準となり、現状との違いが意識でき

るようになる。この違いを小さくしようとする動機づけが自己制御の原動力になると考えら

れている（Hofmann et al., 2012）。
求職活動は就職の実現という目標志向的行動である（Kanfer et al.,2001）。求職活動の求

職者が就職する場合、そのほとんどが求人への応募をくり返し、就職の実現まである程度の

時間がかかると考えられる。この求職活動の期間中、書類選考や面接試験での不調など、様々

な挫折や精神的な落ち込みを経験することが想像できる。こういった経験を乗り越えて、求

職行動を取り続けなければ就職には至らない。つまり、求職活動は、就職の実現という目標

に向け、思考、感情、行動の自己制御が必要とされる活動であると言えよう。

ただし、Boswell et al.（2012）は、求職活動の目標が就職だけではないことを指摘して

いる。失業者であれば雇用保険の受給資格を得るため、在職者であれば雇用主との間で労働

条件をよりよくするため、求職活動をしていることも考えられる。

今後の課題として、こういった目標の多様性も考慮に入れて、求職活動における自己制御

の研究を進め、求職活動支援の研究へと応用していく必要があるだろう 29。

③求職活動支援の効率性

求職活動支援には効率性も求められる。自己制御理論から求職活動を概念化するアプロー

チはそれに応えるものでもある。このアプローチでは、労働者が自身のキャリアを形成する

上で離転職が頻繁に起こるという前提がある（e.g. Kanfer et al., 2001; Van Hooft, 2018）。
このため、支援者が手取り足取り求職活動を支援するよりも、求職者が自身の求職活動の目

標を意識し、置かれている就職環境に応じて自律的に求職行動が取れるように訓練する方が

効率的であるという発想がある。

④生活保護受給者に求められる自己制御理論

自己制御理論の観点から生保事業の就労支援メニューを研究する意義は、同事業の求職者

が求職活動において自己制御を特に必要とすると考えることにある。生活保護受給者は生活

困窮者層であり、その背景には傷病・障害、精神疾患や家庭の事情など様々な問題を単一的、

あるいは複合的に抱えていると想像できる。このため、生活保護受給者は、求職活動や就職

に関して制約が多いと推察され、彼らの就職活動や就職の実現には、より緻密な情動や行動

29　 例えば、求職活動支援の研究をする際、研究の対象である求職者が、必ずしも研究者が想定している就職だけ

を目標としているわけではないことを考慮に入れる必要がある。
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の自己制御が求められると言えよう。また、この自己制御は同様な理由により、就職後の定

着にも強く求められると考えられる。

４　求職活動支援の技法

①求職活動のスキル開発と動機づけの維持・向上の相互促進

Liu et al.（2014a）は、求職活動支援プログラムを構成する要素として、求職者が効果

的に求職活動を進めるための「スキル開発」と、その活動を継続するための「動機づけの維

持・向上」に大別し、前者は「求職活動のスキルの指導」と「自己提示の改善」へ、後者は

「自己効力感の助長」「自発的積極性の奨励」「目標設定の促進」「ソーシャルサポートの獲得」

「ストレスマネジメント」へと、合計７種類の基本構成要素に分類している（図表４－４－

１参照：p.51）。
求職活動の「スキル開発」と「動機づけの維持・向上」は相互に促進し合う関係にあると

考えられる。求職活動のスキルが上達すれば、求職活動に取り組む動機づけも向上し、動機

づけが向上すれば求職活動のスキルを活用する機会が増え、そのスキルの習熟につながると

考えられる。Liu et al.（2014a）は、２の「①求職活動支援研究の対象」で説明したメタ

分析の結果から、求職活動支援プログラムに ｢ スキル開発 ｣ と ｢ 動機づけの維持・向上 ｣ の

両方を取り入れると就職の実現が促進されることを明らかにしている。

②労働市場の需要側の視点

Van Hooft et al.（2013）は、これまでの求職活動支援の研究では、その支援の効果とし

て求人への応募や職業相談の回数など求職活動の量にのみ焦点が当てられ、その品質が十分

に検討されてこなかったと指摘している。この背景には、求職活動の量が増えると、就職の

可能性が高まるという考え方がある。しかし、現実には活動量が増えてもその品質が高くな

ければ、就職に結びつく可能性は低くなると考えられる。例えば、どれだけ多くの求人に応

募したとしても、そこで提出された履歴書や職務経歴書の品質が低ければ就職の可能性は低

くなる。

Van Hooft et al.（2013）は、こういった問題を克服するため、求職活動の品質を、｢ 求

職活動の成果が、労働市場の需要側（応募先の求人事業所、職業紹介事業者、書類選考・面

接試験の審査担当者、採用の担当者、カウンセラーなど）の期待に添うか、もしくは、その

期待以上であるか、という観点から概念化したもの ｣（p.7）と定義した。例えば、職員が

面接試験対策のセミナーで模擬面接における求職者の言動を評価する際、需要側である求人

事業所の採用担当者の視点で考え、どのように応答すれば彼らの期待に応えることができる

のか、という判断基準で行う。自己制御の考え方からすると、求職者が自ら、自身の求職活

動に需要側の視点を取り入れることが重要であり、そのための支援が必要となる。
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③ツールとしての＜ことば＞の活用

自律型求職活動モデル（Van Hooft et al.,2013）では、求職活動の工程を、「目標設定」、

目標達成のための「計画立案」、その計画に取り組む「目標追求」、こういった一連の工程を

ふり返る「ふり返り」の 4 つに分け、この 4 工程の循環によって「工程品質」が向上するに

伴い、求職活動の品質が向上すると考える（図表５－２－３参照）。それぞれの工程には「工

程品質」の基準が設定されており、これらは求職者が活用すべきスキルと言い換えることも

できる。

これらのスキルは＜ことば＞をツールとして活用したものがほとんどである。例えば、目

標設定の工程では、目標を明確化し、階層化することが勧められている。目標の明確化は、

意識されていない欲求を＜ことば＞にすることであり、カウンセリング技法として研究され

てきた分野である。目標の階層化では、目標を上位目標と下位目標に分け、それらを関連づ

ける認知的な作業であり、＜ことば＞が最も重要なツールとして活用されることが考えられ

る。その他の工程でも同様であり、｢ 工程品質 ｣ の基準をもとに、求職活動のプロセスにお

ける＜ことば＞の有効な活用方法を明らかにしていく必要があると考えられる。

その際、認知科学における言語研究の分野である認知言語学の考え方を取り入れることを

提案する（労働政策研究・研修機構，2017b）。認知言語学では、具体的な＜ことば＞の＜

すがた＞に焦点を当てる。＜ことば＞の＜すがた＞が違えば、＜こころ＞の働きが違うと考

えるからである（池上，2011）。カウンセリング技法は＜ことば＞の＜すがた＞を問題とし

ており、認知とは＜こころ＞の働きのことである。認知言語学は、両者の関係を体系的に研

究する考え方や手法を提供する（榧野，2015）。

④自己制御を促す＜ことば＞の活用方法の訓練

ツールとしての＜ことば＞を求職者が活用できるよう支援するためには、その方法を明ら

かにする必要がある。例えば、求職者が目標を立てたところで、職員が下位目標を立てても

らおうと考え、「具体的に何をしなければならないか考えてください」と働きかけると、求

職者の自己制御の機会を奪ってしまうことになるかもしれない。よって、本人が自ずと下位

目標を立てるように働きかけることを考えてもよいだろう。その方法として、支援者が「何

から始めましょうか？」と問いかけ、求職者に下位の目標へと注意を向けるように促すこと

が考えられる。さらに「他にありますか？」と問いかけて複数の下位の目標を挙げてもらい、

本人が下位の目標間で整理する必要性を感じるように働きかけることも考えられる。

また、求職者は、求職活動について、｢ なぜ、それをするのか？ ｣ という問いかけも重要

だろう。この質問により、自己制御の必要性を理解するに至るからである。ここでも支援者

が一方的にその理由を教えるという姿勢では求職者の自己制御の機会を奪ってしまうと考え

られる。

労働政策研究・研修機構では、労働大学校におけるハローワーク職員を対象とした研修コ
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ースにおいて、課題として提出された一般の相談窓口における職業相談・紹介の逐語記録を

もとに研究を続けている。自己制御の視点から職業相談・紹介の＜ことば＞のやりとりを分

析することにより、自己制御を促すノウハウを具体的に収集し、収集したノウハウのうち、

生保事業における就労支援メニューに活用できるものを検討していくことが考えられる。

５　自己制御の向上を目的とした求職活動支援プログラムの開発

①研修プログラム開発の手順

Saks（2005）は、求職活動支援の研究には次の 3 つのことを明らかにする必要があると

述べている。第 1 に、人はどのように求職活動をしているのかである。第 2 に、就職という

観点から求職活動の成功要因。第 3 に、求職活動支援の方法である。

第 1 については初期の失業研究が当てはまる。これらの研究には失業者の様々な心理的プ

ロセスやその対応を考えるヒントが隠されている（Feather, 2018）。これらの研究をレビュ

ーし、現在の失業問題への応用を検討する必要がある。また、統計情報や労働調査などから

現在の求職活動の実情について把握する必要があると考えられる。

第 2 の求職活動の成功要因を明らかにするには、例えば、求職活動支援プログラムの基本

構成要素（Liu et al.,2014a）などのモデルを活用し、どのようなタイプの就労支援メニュ

ーがどの程度、実施され、どのような効果があるかを把握しなければならない。効果につい

ては、就職の有無だけでなく、賃金水準や雇用形態などの雇用の質も考慮に入れる必要があ

る。

第 3 としては、就労支援メニューの現状を把握し、その中からより短期での求職活動のス

キル開発や動機づけの維持・向上が望める要因を抽出し、それらを組み込んだ研修プログラ

ムを開発することである。そして、この研修プログラムを試行し、効果を検証しながらさら

に改良を重ねる。効果が認められるならば、その普及に向けた研修プログラムの実施マニュ

アルの作成、及び支援者の育成が必要と考えられる。

②求職活動支援の統合的枠組みの構築

欧米の求職活動支援の研究から学ぶべきことは、その理論と技法のみならず、方法論とし

ての実証研究と、求職活動支援の統合的な枠組みの構築にもある。

実証研究では、1 の「③求職活動支援の研究の特徴」でも触れたように求職活動支援の効

果を把握する指標を定め、その効果を支援の有無に分けて比較検討する。さらにメタ分析に

よって複数の実証研究にまたがる共通する効果の把握により、求職活動支援に関する効果的

な技法や知識の蓄積が可能となる。

求職活動支援の統合的な枠組みの構築では、Liu et .al.（2014a）や Saks （2005）の研究

に見られるように、求職活動支援を構成する基本的な要素の整理や成功要因のモデル化が行
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われている。こういった統合的な枠組みがもたらすメリットとして次の 3 つが考えられる。

第 1 に、様々な求職活動支援プログラム間の相違が明らかにできる。第 2 に、新たに求職

活動支援プログラムを開発する際、既存のプログラムとの重複性を排除できる。第 3 に、実

証研究の知見を併せて活用することにより、求職活動プログラムや、その基本構成要素の効

果的な組み合わせが検討できる。

③日本における求職活動支援プログラムの研究開発

求職活動支援プログラムについては、過去に日本でもジョブクラブの研究が行われ（日本

労働研究機構，1991）、そのマニュアルも翻訳されている（Azrin & Besale,1980：アズリン・

ベサレル　津富（訳），2010)。同マニュアルの翻訳書の巻末には、本来の意味でのジョブク

ラブは、日本ではほとんど行われていないと説明されている。日本で求職活動支援の研究の

知見を生かすには、ジョブクラブやジョブズを含め、欧米で実際に行われている求職活動支

援プログラムのノウハウを理解し、どのように運用されているのか、その実態を把握する必

要がある。その上で日本での試行をくり返し、日本の労働市場や雇用慣行に合った求職活動

支援プログラムへと洗練させていく必要がある。

日本独自の取組みとしては、キャリア交流プラザにおいて、2003 年度から 2013 年度に

かけ、中高年ホワイトカラーの求職者を対象として、ジョブクラブの影響を受けた求職活動

支援プログラムが実施されている。同プログラムの内容や実績や、そこで活用されたノウハ

ウについて調査し、得られた知見を今後の求職活動支援プログラムに生かしていく必要があ

る。

④サイコエジュケーションのノウハウの研究

求職活動支援の研究における求職者像の変遷を辿ると、同研究分野が始まった 1970 年代

から、基本となる求職者像が定まり、それは学習理論に基づく「人は学習により変わること

ができる」という人間観であった。学習理論には行動主義的モデルと認知的モデルの２種類

があるが、1970 年代当初はジョブクラブに見られる行動主義的モデルであり、「人は置かれ

ている環境に応じて学習する」という受け身的なものであった。それが 1980 年代以降、ジ

ョブズを皮切りに認知的モデルへと変化し、「人は能動的に学習する主体である」という人

間観が普及する。2000 年代以降、認知的モデルから社会的認知モデルへと、そのパラダイ

ムが転換し、環境要因を積極的に取り入れ、環境適応に向けた求職者の心理的な調整のメカ

ニズムが重視されるようになる。それは、「人は環境に応じて、認知方略を使い分ける戦術家」

への変化である。求職活動支援の対象が、認知からメタ認知へと転換したとも言え、このよ

うな心理的メカニズムをどのように求職者に学習してもらうのかというサイコエジュケーシ

ョンのノウハウをさらに研究してく必要がある。　　　　　
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６　自律型求職活動モデルに基づく求職活動支援プログラムの開発

①ハローワークでの自律型求職活動モデルの有効性の検討

労働大学校における自主的参加による課外研修を利用し、ハローワーク職員である参加者

44 人に、求職活動支援の理論の変遷、求職活動の自己制御理論、そして具体的な事例を交

えながら自律型求職活動モデル（Van Hooft et al., 2013）を説明した。その後、アンケー

ト調査により、現場で同モデルの活用が有効かどうかを聞いたところ、9 割程度の参加者が

肯定的に評価した。また自由記述式で研修の感想を求めたところ、「求職活動は、やらされ

るのではなく『自分がやらないといけない』」「離転職をくり返す求職者や、一つの職場に定

着しない求職者に対しては、自ら考え仕事を探すことの支援は有効だ」「ハローワークの窓

口での相談方法が、このモデルに当てはまるため、自然としている相談がモデルと同様であ

った」などの回答があった。

これらの結果から、研修に参加したハローワーク職員のほとんどが自律型求職活動のモデ

ルの活用が有効であると評価しており、その考え方に違和感のないことが理解できる。この

背景には、求職者は職業相談の窓口から離れると自身で求職活動を進める必要があり、ハロ

ーワーク職員は相談者が自律的に求職活動を進められるように、日頃から求職者に働きかけ

ている可能性が考えられる。例えば、求職者が初めて相談の窓口に来た際、求人を紹介する

よりも先に求職者の目の前で求人情報提供端末を操作し、その様子を見せて、求職者が 1 人

でもその操作ができるように観察学習を促すなどである。

②ハローワークでの自律型求職活動モデルの実用可能性の検討

ハローワークでの実用可能性を検討するため、次の 3 つのことを実施した。第 1 に、自律

型求職活動モデルにおける工程ごとの品質基準をもとに、ハローワークにおける職業相談・

紹介業務での活用を想定した「職業相談・紹介でのちょっとした表現上の心がけや言葉遣い

の工夫」（労働政策研究・研修機構，2017b：p.61）である職業相談ＴＩＰｓを作成した。

第 2 に、この職業相談ＴＩＰｓの解説を、労働大学校におけるハローワーク職員を対象とし

た研修コースに組み込み、現場での有用性と活用の困難性の観点から、職業相談ＴＩＰｓを

評価することを研修生に求めた。第 3 に、研修生は職業相談・紹介業務の経験の浅い職員が

中心であったことから、職業相談ＴＩＰｓを評価する上で偏ったものにならにないよう、評

価者の補完をする意味で、求職活動支援の経験が 10 年以上のキャリアコンサルタント 3 人

から、グループワークを利用し、職業相談ＴＩＰｓの評価に関する情報を収集した。

現場での有用性の評価については、研修生とベテランのキャリアコンサルタントのともに

職業相談ＴＩＰｓが現場での役に立つという評価であった。これに対し、活用の困難性につ

いては、職員では、ほとんどのＴＩＰｓで、その活用が困難ではないと評価する割合が多数

派であったのに対し、ベテランのキャリアコンサルタントでは、いずれのＴＩＰｓも、その
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活用が困難であると評価する割合が多数派であった。

グループワークでの話し合いの内容を見ると、ベテランのキャリアコンサルタントは、Ｔ

ＩＰｓ活用の際の状況判断を重視していたことが理解できることから、職業相談・紹介業務

の経験の浅い研修生にとっては、こういった状況判断の難しさに対する認識が弱かったこと

が考えられる。

自律型求職活動モデルの考え方やノウハウをより実用可能なものにするには、職業相談Ｔ

ＩＰｓのように求職者とのやりとり上で活用できるノウハウを示すだけでは足りず、ロール

プレイングで、そのノウハウを活用する状況判断やタイミングを訓練する研修プログラムが

必要であることが考えられる。

７　今後の課題

本報告では、生保受給者の就労支援メニューとともに、主にハローワークにおける雇用保

険受給者を対象とした初回講習や求職活動支援セミナーの新たなメニューの研究開発を目的

として、自己制御に焦点を当てた求職活動支援の研究を中心にレビューし、労働大学校の研

修コースに参加しているハローワーク職員を対象としたアンケート調査を含む研修研究によ

り、処方箋モデルである自律型求職活動モデルの実用可能性を検討した。その結果、総合的

には、自律型求職活動モデルの現場での有用性は認められたが、それに基づく支援ができる

ようになるには、職員が状況に応じて自律型求職活動モデルで示されたノウハウを使えるこ

とができるようになる訓練が必要であることが示唆された。

今後の課題としては、求職者を対象とした自律型求職活動モデルに基づく求職活動支援プ

ログラムの開発にある。このため、イブニングセッションの機会などを利用し、ハローワー

ク職員である研修生に協力をお願いし、求職者の立場から同プログラムを評価する機会をつ

くり、その結果をもとに、よりよい研修プログラムへと洗練させていくことが重要である。

その上で、ハローワークにおける初回講習や求職活動支援セミナーなどで試行的に同プロ

グラムを実施し、アンケート調査などを利用して、求職者から評価を収集し、プログラムの

改訂を続けていく必要がある。このアンケート調査の結果がよい場合は、プログラムのマニ

ュアルを開発し、ハローワークで広く実施できるように普及活動を進めていくことになる。

８　政策提言

働き方改革に見られる雇用制度改革を踏まえると、その利用者である求職者は、多様な働

き方の中から、自身に合った働き方を選択し、一人ひとりが将来の展望に向けて自ら考えて

動く、求職活動の自律性が求められることになる。

求職活動支援の研究では、自律性とは自己制御の心理的メカニズムが相当する。これまで

も、ハローワークのみならず、日本の求職活動支援の現場では、様々な心理的なメカニズム

が扱われてきた。その主要なものは行動主義的モデルに基づく社会的強化であり、認知的モ
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デルに基づく自己効力感や抑制などの心理的メカニズムであった。自己制御は、これらの心

理的メカニズムとは大きく異なることに注意しなければならない。

例えば、社会的強化であれば、職員が求職者の望ましい求職行動を賞賛することにより、

その求職行動を促進する。自己効力感や抑制といった心理的メカニズムになると、求職者が

主体的に取り組む側面が強くなるが、前者は自分自身に対して自信を持つことであり、後者

は抑えていた感情を言葉にして意識できるようにするなど、特定の心理的メカニズムを促進

するか、もしくは抑制することを重視した。

これらの特定の心理的メカニズムの促進もしくは抑制を目的とした研修プログラムには、

求職者が環境に応じて、選択的に自己効力感や抑制といった自身の心理的メカニズムを働か

せる視点が欠如していた。これに対し自己制御は、環境に応じて適切な心理的メカニズムを

使い分けるメタ認知の機能が重視される。つまり、求職者が、労働市場、組織、職場といっ

た環境下における自分自身の立場を俯瞰し、それらの環境適応に向けて、自らの判断、感情、

行動を調整する機能である。

このように求職活動の自律性を促すには、求職者のメタ認知機能を活性化する必要がある。

それは、これまでのような特定の心理的メカニズムを促進もしくは抑制するという発想では

不可能である。つまり、働き方の改革の実現には、社会的認知のような新たなパラダイムに

基づき、求職者が雇用環境の変化に応じて柔軟に対応できるように支援する職業相談・紹介

技法、そして研修プログラムの開発が今後、望まれるようになるだろう。
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